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（注）当第32期より決算期を毎年12月31日から毎年３月31日に変更いたしました。これに伴い、当連結会計年度は平成

25年１月１日から平成26年３月31日までの15か月間となるため、第32期第４四半期として四半期報告書を提出い

たします。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第32期

第４四半期
連結累計期間

第31期

会計期間
自平成25年１月１日
至平成25年12月31日

自平成24年１月１日
至平成24年12月31日

売上高（千円） 12,426,456 10,370,653

経常利益（千円） 418,087 241,113

四半期（当期)純利益（千円） 244,545 117,579

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
247,490 119,263

純資産額（千円） 2,596,401 2,453,447

総資産額（千円） 5,932,145 5,921,286

１株当たり四半期（当期）純利益金

額（円）
116.97 56.24

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ －

自己資本比率（％） 43.8 41.4

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
289,506 623,876

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
△54,546 △56,605

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
△209,616 △188,576

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（千円）
1,628,357 1,603,013

　

回次
第32期

第４四半期
連結会計期間

会計期間
自平成25年10月１日
至平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額（円） 22.41

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

４. 第32期は決算期変更により、平成25年１月１日から平成26年３月31日までの15か月の変則決算となっ

ております。

 　

２【事業の内容】

当第４四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第４四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生はありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　　

２【経営上の重要な契約等】

当第４四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。

会社名 契約書 契約内容 契約期間

株式会社グロスディー
グロスディービジネス・

パートナー契約書

グロスディービジネス・パート

ナーとしてグロスディーの「商

品」及び「サービス」を販売又

は提供する条件

平成25年10月９日より

平成26年10月８日まで

（以降１年毎の自動更新）

（注１、２）

　（注）１．当事者一方から相手方に対して３か月前の書面による通知で解約できることになっております。

　　　　２．当事者一方から相手方に対して契約期間満了の３か月前の書面による通知で自動更新しないことができるこ

とになっております。

　　

EDINET提出書類

日本オフィス・システム株式会社(E05511)

四半期報告書

 3/19



３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　

（１）業績の状況  

当第４四半期連結累計期間におけるわが国経済は、公共事業や好調な個人消費を背景に大企業から中小企業ま

で幅広く業況が改善してきており、株価も年初来の高値を付けるなど景気回復が浸透しつつあるようで、日銀の

業況判断でもリーマン・ショック前の水準まで戻っている旨の報告がされています。その一方、平成26年４月の

消費税率引き上げもあり先行きに対しては慎重な見方が示され、大企業を中心に設備投資など様子を見る傾向が

うかがえます。

国内情報サービス市場におきましては、引き続きWindows XPからの切り替えやタブレットの導入などＩＴイン

フラに関する投資が増加傾向にある状況が続いています。

このような経営環境のもと当第４四半期連結累計期間の経営成績は、消費税対応のためのシステム改修ビジネ

スに加えWindows XPのサポート終了に伴うＰＣの入れ替えビジネスなどが寄与したことにより、売上高は124億

26百万円、営業利益は４億22百万円、経常利益は４億18百万円となり、四半期純利益は２億44百万円となりまし

た。

なお、当社は決算期変更に伴い、当連結会計年度は15か月の変則決算となっているため、前年同期比につきま

しては記載しておりません。

　

セグメントの業績は、次のとおりであります。

エンタープライズアプリケーション・サービスは、消費税対応などの案件が増加したこともあり、売上高は15

億63百万円であったものの、セグメント利益は４億16百万円となりました。

システムエンジニアリング・サービスは、引き続きＰＣの入れ替えに伴うサービスの増加などにより、売上高

は10億66百万円、セグメント利益は３億68百万円となりました。

システムマネージメント・サービスは、ＰＣの入れ替えに伴う運用ビジネスが増加したこともあり、売上高は

26億44百万円、セグメント利益は７億78百万円となりました。

カスタマーエンジニアリング・サービスは、継続的な市場の縮小傾向もあって売上高は９億58百万円、セグメ

ント利益は３億２百万円となりました。

連結子会社である株式会社ｉ－ＮＯＳは、主力の人材派遣ビジネスが好調で売上高は18億85百万円、原価の高

騰もあってセグメント利益は２億69百万円となりました。

これらの結果、情報サービス事業全体の売上高は81億18百万円、セグメント利益は21億34百万円となりまし

た。

システム販売事業は、ＰＣ入れ替えビジネスが増加したことにより売上高は43億８百万円、セグメント利益は

４億４百万円となりました。

　

（注）１．エンタープライズアプリケーション・サービスとは、情報システムの企画提案から、要件定義、開発・構

築、運用に至るまで、システム構築に係る一切を総合して提供するシステムインテグレーション・サービ

スです。

２．システムエンジニアリング・サービスとは、ネットワークインフラ構築及びシステム技術サービス、ハー

ドウェア・ソフトウェアの導入、設置、点検作業のサービスです。

３．システムマネージメント・サービスとは、お客様の情報システムの安定化と効率化を目指した運用管理業

務を受託するアウトソーシング・サービスです。

４．カスタマーエンジニアリング・サービスとは、ハードウェアの保守、故障によるオンサイト保守、センド

バック修理等の運用管理保守サービスです。
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（資産）

当第４四半期連結会計期間末における流動資産は35億98百万円となり、前連結会計年度末に比べ40百万円増加

いたしました。これは主に受取手形及び売掛金が39百万円減少したものの現金及び預金が25百万円、商品及び製

品が22百万円及び繰延税金資産が40百万円増加したことによるものであります。固定資産は23億33百万円とな

り、前連結会計年度末に比べ29百万円減少しました。これは主に有形固定資産が27百万円減少したことによるも

のであります。

この結果、総資産は59億32百万円となり、前連結会計年度末に比べ10百万円増加いたしました。

（負債）

当第４四半期連結会計期間末における流動負債は17億96百万円となり、前連結会計年度末に比べて50百万円減

少いたしました。これは主に未払法人税等が99百万円増加したものの、支払手形及び買掛金が２億３百万円減少

したことによるものであります。固定負債は15億39百万円となり、前連結会計年度末に比べ81百万円減少いたし

ました。これは主に、長期借入金が１億円減少したことによるものであります。

この結果、負債合計は33億35百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億32百万円減少いたしました。

（純資産）

当第４四半期連結会計期間末における純資産合計は25億96百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億42百万

円増加いたしました。これは主に四半期純利益２億44百万円及び剰余金の配当１億４百万円によるものでありま

す。

この結果、自己資本比率は43.8%（前連結会計年度末は41.4%）となりました。

　

（２）キャッシュ・フローの状況

当第４四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により得られ

た資金が２億89百万円、投資活動により使用した資金が54百万円、財務活動により使用した資金が２億９百万円

となり、当第４四半期連結会計期間末の資金は16億28百万円となりました。

当第４四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動におけるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、得られた資金は２億89百万円となりました。

これは主に税金等調整前四半期純利益が４億17百万円あったものの、仕入債務の減少額が２億３百万円あった

ことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は54百万円となりました。

これは主に、有形固定資産の取得による支出が32百万円あったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、使用した資金は２億９百万円となりました。

これは主に、長期借入金の返済による支出が１億円、配当金の支払額が１億４百万円あったことによるもので

あります。

　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第４四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

（４）研究開発活動

当第４四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、32百万円であります。なお、当第

４四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

EDINET提出書類

日本オフィス・システム株式会社(E05511)

四半期報告書

 5/19



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,964,000

計 7,964,000

②【発行済株式】

種類
第４四半期会計期間末現在
発行数（株）

（平成25年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年２月７日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 2,091,000 2,091,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

単元株式数100株

計 2,091,000 2,091,000 － －

　

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

  

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額 
（千円）

資本金残高 
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成25年10月１日～ 

平成25年12月31日
  － 2,091,000 － 1,177,443 －   325,476

 

EDINET提出書類

日本オフィス・システム株式会社(E05511)

四半期報告書

 6/19



 

（６）【大株主の状況】

当第４四半期会計期間末日現在の「大株主の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成25年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。　

平成25年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

兼松エレクトロニクス株式会社 東京都中央区京橋二丁目17番５号 1,142 54.64

ＮＯＳ従業員持株会 東京都江東区潮見二丁目10番24号 351 16.80

清水　豊治 千葉県習志野市 20 0.95

山川　隆義 東京都世田谷区 15 0.73

堀　紘一 東京都渋谷区 10 0.49

尾﨑　嵩 千葉県浦安市 9 0.45

吉田　信二 東京都足立区 9 0.43

水谷　正裕 東京都荒川区 8 0.42

尾嶋　直哉 埼玉県さいたま市岩槻区 8 0.42

大嶋　里絵 長野県松本市 8 0.40

計 － 1,584 75.77

　

　

（７）【議決権の状況】

当第４四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成25年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

  

①【発行済株式】

　 平成25年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個) 内容

 無議決権株式 － － －

 議決権制限株式（自己株式等） － － －

 議決権制限株式（その他） － － －

 完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　　200 － －

 完全議決権株式（その他） 普通株式　　2,090,400  　　　　　　20,904 －

 単元未満株式 普通株式　　　　　400 －  一単元（100株）未満の株式

 発行済株式総数    2,091,000 － －

 総株主の議決権 － 　　　　　　 20,904 －

（注）「単元未満株式」の普通株式には、自己株式67株が含まれております。

　

②【自己株式等】

　 平成25年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
 自己名義所有

株式数（株)

 他人名義所有

株式数（株）

 所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％)

 日本オフィス・システム㈱
 東京都江東区潮見

 二丁目10番24号
200 － 200 0.01

 計 － 200 － 200 0.01
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２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

　

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

　当社は、平成25年３月27日開催の第31期定時株主総会において、定款一部変更の件を決議し、決算期を12月31日

から３月31日に変更いたしました。これに伴い、当連結会計年度は、平成25年１月１日から平成26年３月31日まで

の15か月となっております。　

　

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第４四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平

成25年12月31日まで）及び第４四半期連結累計期間（平成25年１月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、あらた監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当第４四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,603,013 1,628,357

受取手形及び売掛金 1,577,909 1,538,120

商品及び製品 156,366 178,932

仕掛品 3,721 17,875

繰延税金資産 30,828 70,982

その他 188,069 165,281

貸倒引当金 △1,320 △720

流動資産合計 3,558,588 3,598,830

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 852,459 816,793

土地 814,233 814,233

その他（純額） 69,149 77,075

有形固定資産合計 1,735,841 1,708,102

無形固定資産 71,014 61,244

投資その他の資産

繰延税金資産 415,576 421,388

その他 153,658 155,839

貸倒引当金 △13,393 △13,259

投資その他の資産合計 555,842 563,968

固定資産合計 2,362,698 2,333,315

資産合計 5,921,286 5,932,145
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当第４四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 911,478 708,286

1年内返済予定の長期借入金 100,000 100,000

未払法人税等 69,009 168,487

賞与引当金 25,169 92,821

役員賞与引当金 － 9,600

その他 740,858 717,062

流動負債合計 1,846,515 1,796,257

固定負債

長期借入金 450,000 350,000

退職給付引当金 1,135,509 1,153,209

資産除去債務 10,629 10,848

その他 25,185 25,429

固定負債合計 1,621,323 1,539,487

負債合計 3,467,839 3,335,744

純資産の部

株主資本

資本金 1,177,443 1,177,443

資本剰余金 325,476 325,476

利益剰余金 951,654 1,091,662

自己株式 △564 △564

株主資本合計 2,454,008 2,594,017

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △561 2,384

その他の包括利益累計額合計 △561 2,384

純資産合計 2,453,447 2,596,401

負債純資産合計 5,921,286 5,932,145
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第４四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第４四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年12月31日)

売上高 12,426,456

売上原価 9,891,818

売上総利益 2,534,637

販売費及び一般管理費
※ 2,112,427

営業利益 422,210

営業外収益

受取利息 109

受取配当金 235

受取手数料 3,970

受取保険配当金 1,585

投資有価証券売却益 1,600

その他 1,029

営業外収益合計 8,530

営業外費用

支払利息 11,425

その他 1,228

営業外費用合計 12,653

経常利益 418,087

特別損失

固定資産除売却損 129

特別損失合計 129

税金等調整前四半期純利益 417,957

法人税、住民税及び事業税 220,714

法人税等調整額 △47,301

法人税等合計 173,412

少数株主損益調整前四半期純利益 244,545

四半期純利益 244,545
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【四半期連結包括利益計算書】
【第４四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第４四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 244,545

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2,945

その他の包括利益合計 2,945

四半期包括利益 247,490

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 247,490
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第４四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 417,957

減価償却費 73,603

貸倒引当金の増減額（△は減少） △733

賞与引当金の増減額（△は減少） 67,651

退職給付引当金の増減額（△は減少） 17,700

受取利息及び受取配当金 △344

支払利息 11,425

売上債権の増減額（△は増加） 39,788

たな卸資産の増減額（△は増加） △36,720

仕入債務の増減額（△は減少） △203,191

その他 36,856

小計 423,991

利息及び配当金の受取額 344

利息の支払額 △12,128

法人税等の支払額 △122,700

営業活動によるキャッシュ・フロー 289,506

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △32,647

その他 △21,898

投資活動によるキャッシュ・フロー △54,546

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △100,000

配当金の支払額 △104,186

その他 △5,429

財務活動によるキャッシュ・フロー △209,616

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 25,344

現金及び現金同等物の期首残高 1,603,013

現金及び現金同等物の四半期末残高
※ 1,628,357
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【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
当第４四半期連結累計期間
（自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日）

給与及び手当 875,211千円

賞与引当金繰入額 29,321

役員賞与引当金繰入額 9,600

退職給付費用 48,472

　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

　
当第４四半期連結累計期間
（自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日）

現金及び預金勘定 1,628,357千円

現金及び現金同等物 1,628,357

　

　　

（株主資本等関係）

当第４四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日）　 

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年１月30日

取締役会
普通株式 62,721 30 平成24年12月31日 平成25年３月13日 利益剰余金

平成25年７月25日

取締役会
普通株式 41,814 20 平成25年６月30日 平成25年８月26日 利益剰余金

２.基準日が当第４四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第４四半期連結会計期間

末後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 当第４四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日　至　平成25年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　

　

　 　 　 　　 　 　
　

合計

　

エンタープライズ

アプリケーショ

ン・サービス

システムエンジニ

アリング・サービ

ス

システムマネージ

メント・

サービス

カスタマーエンジ

ニアリング・サー

ビス

ｉ－ＮＯＳ
情報サービス

事業

システム販売

事業

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売

上高
1,563,709 1,066,975 2,644,369 958,327 1,885,004 8,118,385 4,308,070 12,426,456

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

12,978 15,121 11,876 － 116,571 156,546 1,825 158,371

計 1,576,687 1,082,096 2,656,245 958,327 2,001,575 8,274,932 4,309,895 12,584,828

セグメント利益 416,223 368,000 778,691 302,397 269,089 2,134,402 404,549 2,538,951

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 2,538,951

セグメント間取引消去 △4,313

販売費及び一般管理費 △2,112,427

四半期連結損益計算書の営業利益 422,210

　

　

　

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第４四半期連結累計期間
（自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 116円97銭

（算定上の基礎） 　

四半期純利益金額（千円） 244,545

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 244,545

普通株式の期中平均株式数（千株） 2,090

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　 該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成26年２月６日

日本オフィス・システム株式会社

取締役会　御中

 

あらた監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山　本　昌　弘　　

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 大　橋　佳　之　　

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本オフィス・

システム株式会社の平成25年１月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第４四半期連結会計期間（平成25年10

月１日から平成25年12月31日まで）及び第４四半期連結累計期間（平成25年１月１日から平成25年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本オフィス・システム株式会社及び連結子会社の平成25年12月31日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第４四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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